
 

 

 

ユニット型介護老人保健施設青照苑(介護予防)通所リハビリテーション利用約款 

 

 

（約款の目的） 

第１条 ユニット型介護老人保健施設青照苑（以下「当施設」という。）は､要介護（要支援）

状態と認定された利用者（以下「利用者」という。）に対し、介護保険法令の趣旨に従っ

て、利用者が可能な限り自宅で、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことが

できるように、（介護予防）通所リハビリテーションを提供し、一方、利用者又はその家

族又は利用者の身元を引き受ける者（以下「身元引受人」という。）は、当施設に対し、

そのサービスに対する料金を支払うことについて取り決めることを、本約款の目的とし

ます。 

 

（適用期間） 

第２条 本約款は、利用者がユニット型介護老人保健施設青照苑（介護予防）通所リハビリテ

ーション利用同意書を当施設に提出したときから効力を有します。但し、身元引受人に

変更があった場合は、新たに同意を得ることとします。 

２ 利用者は、前項に定める事項の他、本約款の別紙１及び別紙３の改定が行なわれない

限り､初回利用時の同意書提出をもって､引き続き当施設の（介護予防）通所リハビリテ

ーションを利用することができるものとします。 

 

（利用者からの解除） 

第３条 利用者及び身元引受人は、当施設に対し、利用中止の意思表明をすることにより、利

用者の居宅サービス（介護予防サービス）計画にかかわらず､本約款に基づく（介護予

防）通所リハビリテーション利用を解除・終了することができます。なお､この場合利

用者及び身元引受人は､速やかに当施設及び利用者の居宅サービス（介護予防サービス）

計画作成者に連絡するものとします｡ 

但し､利用者が正当な理由なく､（介護予防）通所リハビリテーション実施時間中に

利用中止を申し出た場合については､原則､基本料金及びその他ご利用いただいた費用

を当施設にお支払いいただきます｡ 

 

（当施設からの解除） 

第４条 当施設は、利用者及び身元引受人に対し、次に掲げる場合には、本約款に基づく（介

護予防）通所リハビリテーションサービスの利用を解除・終了することができます。 

① 利用者が要介護認定において自立と認定された場合 

② 利用者の居宅サービス（介護予防サービス）計画で定められた利用時間数を超える

場合 

③ 利用者の病状、心身状態等が著しく悪化し、当施設での適切な（介護予防）通所リ

ハビリテーションサービスの提供を超えると判断された場合 

④  利用者及び身元引受人が、本約款に定める利用料金を１ヶ月分以上滞納し、その支

払いを督促したにもかかわらず３０日間以内に支払われない場合 

⑤ 利用者又は身元引受人が、当施設の職員又は他の利用者等に対して、利用継続が困

難となる程度の背信行為又は反社会的行為を行った場合 

⑥ 天災、災害、施設・設備の故障、その他やむを得ない理由により利用させることが

できない場合 

 

 



 

 

（利用料金） 

第５条 利用者又及び身元引受人は、連帯して、当施設に対し、本約款に基づく（介護予防）

通所リハビリテーションサービスの対価として、別紙３の利用単位ごとの料金をもと

に計算された月ごとの合計額及び利用者が個別に利用したサービスの提供に伴い必要

となる額の合計額を支払う義務があります。但し、当施設は、利用者の経済状態等に

変動があった場合、上記利用料金を変更することがあります。 

２  当施設は、利用者及び身元引受人に対し、前月料金の合計額の請求書及び明細書

を、毎月１０日頃に発送し、利用者及び身元引受人は、連帯して、当施設に対し、当

該合計額をその月の２７日に口座振替にて支払うものとします。（金融機関が休日の場

合は翌営業日。）なお、支払いの方法は別途話し合いの上、双方合意した方法によりま

す。 

３ 当施設は、利用者又は身元引受人から、第１項に定める利用料金の支払いを受けた

ときは、利用者又は身元引受人に対して、領収書を発送いたします。 

 

（記録） 

第６条 当施設は、利用者の（介護予防）通所リハビリテーションサービスの提供に関する

記録を作成し、その記録を利用終了後５年間は保管します。 

２ 当施設は、利用者が前項の記録の閲覧、謄写を求めた場合には、原則として、これ

に応じます。但し、身元引受人その他の者（利用者の代理人を含みます。）に対しては、

利用者の承諾その他必要と認められる場合に限り、これに応じます。 

 

（身体拘束等） 

第７条 当施設は、利用者の身体拘束等の適正化のために、以下の取り組みを実施します。 

   ① 利用者の生命又は身体を保護するための緊急やむを得ない場合を除き、身体拘束

を行いません。 

② やむを得ず身体拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心 

身状況並びに緊急やむを得ない理由その他必要な事項を記録します。 

③ 身体拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を定期的に開催するととも

に、その結果について、従業員に周知徹底します。 

④ 身体拘束等の適正化のための指針を整備します。 

⑤ 従業者に対し、身体拘束等の適正化のための研修を定期的に実施します。 

 

（高齢者虐待防止等） 

第８条  当施設は、利用者の人権の擁護・虐待防止等のために、次に掲げるとおり必要な措

置を講じます。 

①  虐待防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行うこ

とができるものとする。）を定期的に開催するとともに、その結果について従業

者に周知徹底をします。 

②  虐待防止のための指針を整備します。 

③  虐待を防止するための定期的な研修を実施します。 

④  前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を設置します。 

２  サービス提供中に、当施設の従業者又は身元引受人又は家族等による虐待を 

    受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やかに、これを市町村に通報します。 

 

（業務継続計画の策定等） 

第９条 当施設は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対するサービス提供を継

続的に実施するための、および非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以



 

下「業務継続計画」という）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じま

す。 

２ 当施設は、従業者等に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研

修及び訓練を定期的に実施します。 

３ 当施設は、定期的に業務継続計画に見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の

変更を行います。 

 

（衛生管理等） 

第１０条 当施設は、従業者等の清潔の保持及び健康状態について必要な管理を行い設備及

び備品等において、衛生的な管理に努めます。 

   ２ 食器その他の設備又は飲用に供する水について、衛生的な管理に努め、又は衛生

上必要な措置を講ずるとともに、医薬品及び医療用具の管理を適正に行う。 

   ３ 栄養士、調理師等厨房勤務者は、毎月１回、検便を行う。 

   ４ 定期的に、鼠族、昆虫の駆除を行う。 

 

（感染対策等） 

第１１条 当施設は、利用者に対し良質なサービスを提供する取り組みのひとつとして、感

染症・食中毒の発生、又はまん延しないような適切な看護・介護に努めます。 

２ 感染対策委員会の設置及び感染対策マニュアルを定めその発生を防止するため

の体制等を整備するとともに、専任の感染対策担当者を配置します。また、委員会の

結果を従業者に周知します。 

３ 感染症発生時について、利用者に対するサービス提供の継続及び非常時において

も早期に業務再開をするため、計画の策定、整備等の必要な措置を講じ、従業者に対

し定期的な研修、訓練等を行います。 

 

（ハラスメント対策等） 

第１２条 当施設は、適切な（介護予防）通所リハビリテーションサービスの提供を確保す 

るため、職場において行われる性的な言動（セクシュアルハラスメント）、優越的 

な関係を背景とした言動（パワーハラスメント）及び著しい迷惑行為（カスタマー 

ハラスメント）等が業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより、従業者の就業 

環境が害されることを防止するため、方針を明確化し必要な措置を講じます。 

 

（秘密の保持） 

第１３条 当施設とその職員（退職者も含む）は、業務上知り得た利用者又は身元引受人若

しくは身元引受人以外の利用者家族等に関する秘密を、正当な理由なく第三者に漏

らしません。但し、次の各号についての情報提供については、利用者及び身元引受

人から、予め同意を得ておきます。 

①   介護保険サービスの利用のための市町村、居宅介護支援事業者（地域包括支

援センター）その他の介護保険事業者等への情報提供、あるいは、適切な在宅

療養のための医療機関等への療養情報の提供。 

②  介護保険サービスの質の向上のために学会、研究会等での事例研究発表等。

なお、この場合でも、利用者個人を特定できないように仮名等を使用すること

を厳守します｡ 

２ 前項に掲げる事項は、利用終了後も同様の取扱いとなります。 

３ 個人情報の使用目的等については別紙４のとおりです。 

  



 

 

（緊急時の対応） 

第１４条 当施設は、利用者に対し、当施設医師の医学的判断により受診が必要と認める場

合、協力医療機関での診療を依頼することがあります。 

２  前項のほか、通所利用中に利用者の心身の状態が急変した場合、当施設は、利用者

及び身元引受人が指定する者に対し、緊急に連絡します。 

 

（事故発生時の対応について） 

第１５条  当施設のサービスの提供により事故が発生した場合には、別紙５のとおり速や

かに対応します。    

 

（要望又は苦情等の申出） 

第１６条  利用者及び身元引受人は、当施設の提供する（介護予防）通所リハビリテーショ

ンに対しての要望又は苦情等について、当施設職員に申し出ることができます。ま

た、備え付けの用紙により当施設の苑長宛ての文書（無記名可）を、事務室の「ご

意見箱」に投函して申し出ることができます。 

２  サービス内容に関する要望又は苦情等の対応窓口等は別紙６のとおりとします。 

 

（賠償責任） 

第１７条 （介護予防）通所リハビリテーションの提供に伴って､当施設の責に帰すべき事

由によって、利用者が損害を被った場合、当施設は、利用者に対して損害を賠償す

るものとします。 

   ２  利用者の責に帰すべき事由によって、当施設が損害を被った場合、利用者及び身

元引受人は、連帯して、当施設に対して、その損害を賠償するものとします。 

 

（利用契約に定めのない事項） 

第１８条 本約款に定められていない事項は、介護保険法令その他諸法令に定めるところに

より、利用者又は身元引受人と当施設が誠意をもって協議して定めることとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

＜別紙１＞ 

ユニット型介護老人保健施設 青照苑 (介護予防)通所リハビリテーションのご案内 

（令和８年４月１日現在） 

１．施設の概要 

（１）施設の名称等 

・施設名   ユニット型介護老人保健施設 青照苑 

（介護予防)通所リハビリテーション 

・開設年月日 平成元年 7 月 13 日 

・所在地   青森市羽白字野木和４５ 

・電話番号  017-787-3330      ・FAX 番号 017-788-7893 

・苑長名    木 村  隆 一 

 

（２）ユニット型介護老人保健施設 青照苑（介護予防）通所リハビリテーションの目的と

運営方針 

［目 的］ 

1、当施設は、利用者一人ひとりの意志及び人格を尊重し、居宅サービス（介護予防サービ

ス）計画に基づき、看護、医学的管理の下における介護や機能訓練その他必要な医療と

日常生活上の世話を行うことにより、利用者の能力に応じた自立的な日常生活を営むこ

とができるよう、また、利用者が在宅での生活を１日でも長く継続できるよう支援しま

す。 

  2、当施設は、地域や居宅との結び付きを重視した運営を行い、市町村、地域包括支援セン

ター、居宅介護支援事業所、居宅サービス事業所、その他の保健医療サービス又は福祉

サービスを提供する者との綿密な連携に努めます。 

 

［運営方針］ 

  1、当施設は、利用者がその有する能力に応じて、自らの生活様式及び生活習慣に沿っ

て自立的な日常生活を営むことができるようにするため、居宅サービス（介護予防サ

ービス）計画に基づき、漠然かつ画一的なものとならないよう、利用者の日常生活上

の活動について必要な援助を行います。 

  2、当施設のサービスの提供にあたり、利用者のプライバシーの確保に配慮して行いま

す。 

  3、当施設のサービスの提供にあたり、利用者の自立した生活を支援することを基本と

して、利用者の要介護状態の軽減又は悪化の防止に資するよう、その者の心身の状況

等を常に把握しながら、適切に行います。 

4、当施設の職員は、介助者に対する介護方法の指導と、地域ボランティアの育成を行 

います。 

  5、当施設の職員は、サービスの提供にあたって利用者又はその家族に対し、サービス

の提供方法等について、理解しやすいように説明を行います。 

  6、当施設は、自らその提供するサービスの質の評価を行い、常にその改善を図ります。 

 

 

（３）施設の職員体制 

 常 勤 非常勤 業務内容 

・苑長（医師）    １     
施設全体の業務を総括管理、指導を行う。利用者の病状及び心

身の状況に応じて、日常的な医学的対応を行う。 

・医 師        ５ 
利用者の病状及び心身の状況に応じて、日常的な医学的対応を

行う。 



 

・看護職員      ５    １ 
医師の指示に基づき投薬、検温、血圧測定等の医療行為を行う

ほか、他職種と共同して利用者の通所リハビリテーション計画

作成及び計画に基づく看護を行う。 

・介護福祉士   １９    ２ 他職種と共同して利用者の通所リハビリテーション計画作成

及び計画に基づく介護を行う。 ・介護員  ２    ４ 

・支援相談員    ２        
利用者及びその家族からの相談に適切に応じるとともに、レク

リエーション等の計画、指導を行い、市町村との連携を図るほ

か、ボランティアの指導を行う。 

・作業療法士    ４     医師や看護師等と共同してリハビリテーション実施計画書を

作成するとともにリハビリテーションの実施に際し指導を行

う。 

・理学療法士       ２     

・言語聴覚士      １ 

・事務職員 (再掲 1)９    １ 庶務及び会計並びに営繕業務に従事する。 

・その他       10      ８ 
物理療法士(1)、労務員(1)、運転技能員(15)、食事準備パート

(1) 

  合    計 (再掲 1)５４    ２２  

 

（４）営業日、営業時間及び定員 

当施設の営業日は月曜日から土曜日とする。ただし、盆（８月１３日）、年末年始

（１２月３０日から１月３日）は休業とする。 

営業時間は午前７時００分から午後５時３０分までとし、午前８時３０分から午後

４時３０分までをサービス提供時間帯とし、午前７時００分から午前８時３０分まで、

午後４時３０分から午後５時３０分までを延長サービスを行う時間とする。 

利用定員は、１２０名とする。 

 

２．サービス内容 

①  （介護予防）通所リハビリテーション計画の立案 

②   食事   昼食 １２時～ 

③   入浴 （通所の都度ご利用いただけます。一般入浴・機械入浴） 

④   医学的管理・看護 

⑤   介護 

⑥   リハビリテーション（理学療法・作業療法・言語療法・認知症ケア） 

⑦   相談援助サービス 

⑧  送迎（利用者の居宅と当施設間の送迎） 

送迎については、利用者の心身の状況、道路状況及び運行体制等を踏まえ、安全

確保に十分配慮した上で、有資格者または必要な研修を受講した職員１名以上で実

施する。また、その実施にあたっては事故防止に努めるものとする。 

⑨   基本時間外施設利用サービス（何らかの理由により、ご家族等のお迎えが居宅介

サービス計画で定められた通所リハビリテーション利用時間の終了に間に合わな

い場合に適用） 

⑩   その他  ＊これらのサービスのなかには、利用者の方から基本料金とは別に利用

料金 をいただくものもありますので、具体的にご相談ください。 

 

３．協力医療機関等 

当施設では、下記の医療機関に協力をいただき、利用者の状態が急変した場合等には、

速やかに対応をお願いするようにしています。 

協力医療機関      

・名 称  青森慈恵会病院 

・住 所  青森市安田字近野１４６－１ 

・電 話  ０１７－７８２－１２０１ 

 

・名 称    青い森病院 



 

・住 所  青森市大字大谷字山ノ内１６－３ 

・電 話  ０１７－７２９－３３３０ 

 

◇緊急時の連絡先 

なお、緊急の場合には、「同意書」にご記入いただいた連絡先に連絡します。 

 

４．施設利用に当たっての留意事項 

・設備・備品は大事に利用してください。 

・所持品・備品等は各自で管理してください。 

・金銭・貴重品は各自、責任を持って管理してください。 

・けんか、口論、泥酔等他人に迷惑をかける行為はしないでください。 

・ペットの持ち込みはしないでください。 

    ・利用時に持参した現金等の取扱いについては、＜別紙７＞を順守してください。 

 

５．非常災害対策 

・防災設備  消火器、屋内消火栓設備、自動火災報知設備、誘導灯、非常電源等 

       （自家発電設備）、非常電源（蓄電池設備） 

・防災訓練及び消防訓練  年２回以上 

 

６．禁止事項 

当施設では、多くの方に安心して療養生活を送っていただくために、利用者の「営利行

為、宗教の勧誘、特定の政治活動」は禁止します。 

 

７．要望及び苦情等の相談 

要望及び苦情等がございましたら当施設職員に、お気軽に申し出ください。 

（電話０１７－７８７－３３３０） 

要望や苦情などは、当施設職員にお寄せいただければ、速やかに対応いたしますが、事

務室に備えつけられた「ご意見箱」をご利用いただくこともできます。 

 

８．その他 

当施設についての詳細は、パンフレットを用意してありますので、ご請求ください。 

  



 

 

＜別紙２＞ 

（介護予防）通所リハビリテーションについて 

 

１．介護保険証、介護保険負担割合証の確認 

ご利用のお申し込みに当たり、ご利用希望者の介護保険証、介護保険負担割合証を確認

させていただきます。 

 

２．（介護予防）通所リハビリテーションについての概要 

（介護予防）通所リハビリテーションについては、要介護者（要支援者）の家庭等での

生活を継続させるために立案された居宅介護サービス（介護予防サービス）計画に基づき、

当施設をご利用いただき、理学療法、作業療法その他必要なリハビリテーションを行い、

利用者の心身の機能の維持回復を図るため提供されます。このサービスを提供するにあた

っては、利用者に関わる医師及び理学療法士、作業療法士その他専ら（介護予防）通所リ

ハビリテーションの提供にあたる従事者の協議によって、（介護予防）通所リハビリテー

ション計画が作成されますが、その際、利用者・身元引受人（ご家族）の希望を十分に取

り入れ、また、計画の内容については同意をいただけるようになります。 

 

３．利用料金の支払い方法 

   ご利用者様各位のご都合のよい金融機関を指定していただき、利用料をご指定の口座

から自動引落しさせていただきます。 

   毎月１０日頃に前月分の請求書を発送し、その月の２７日（金融機関が休日の場合は

翌営業日）にご指定の口座から引落しになります。 

   領収書は、支払いを受けた後、発送いたします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

＜別紙３＞ 

利 用 者 負 担 額 説 明 書 

ユニット型介護老人保健施設 青照苑 

 

＜通所リハビリテーションの場合の利用者負担額＞ 

 

１、保険給付の自己負担額     注：（   ）内は２割負担、〈   〉内は３割負担の場合の金額 

  注：利用料金は、要介護度等により異なり、介護保険負担割合証に記載された利用者負担の 

割合（１割、２割、３割）に応じてお支払いいただきます 

 

通所リハビリテーション費    

   〔１時間以上２時間未満〕  １割負担    ２割負担     ３割負担 

    ・要介護１           ３５７円  （   ７１４円）  〈１，０７１円〉 

        ・要介護２              ３８８円    （   ７７６円）  〈１，１６４円〉 

        ・要介護３              ４１５円    （   ８３０円）  〈１，２４５円〉 

        ・要介護４              ４４５円    （   ８９０円）  〈１，３３５円〉 

    ・要介護５           ４７５円    （   ９５０円）  〈１，４２５円〉 

      〔２時間以上３時間未満〕 

        ・要介護１           ３７２円    （   ７４４円）  〈１，１１６円〉 

        ・要介護２              ４２７円    （   ８５４円）  〈１，２８１円〉 

        ・要介護３              ４８２円    （   ９６４円）  〈１，４４６円〉 

        ・要介護４              ５３６円    （１,０７２円）  〈１，６０８円〉 

    ・要介護５           ５９１円    （１,１８２円）  〈１，７７３円〉 

   〔３時間以上４時間未満〕 

    ・要介護１           ４７０円  （   ９４０円）  〈１，４１０円〉 

        ・要介護２              ５４７円  （１,０９４円）  〈１，６４１円〉 

        ・要介護３              ６２３円  （１,２４６円）  〈１，８６９円〉 

        ・要介護４              ７１９円  （１,４３８円）  〈２，１５７円〉 

    ・要介護５           ８１６円  （１,６３２円）  〈２，４４８円〉 

〔４時間以上５時間未満〕 

    ・要介護１           ５２５円    （１,０５０円）  〈１，５７５円〉 

        ・要介護２              ６１１円    （１,２２２円）  〈１，８３３円〉 

        ・要介護３              ６９６円    （１,３９２円）  〈２，０８８円〉 

        ・要介護４              ８０５円    （１,６１０円）  〈２，４１５円〉 

   ・要介護５           ９１２円    （１,８２４円）  〈２，７３６円〉 

  〔５時間以上６時間未満〕 

   ・要介護１        ５８４円  （１,１６８円）  〈１，７５２円〉 

   ・要介護２        ６９２円  （１,３８４円）  〈２，０７６円〉 

   ・要介護３        ８００円  （１,６００円）  〈２，４００円〉 

   ・要介護４        ９２９円  （１,８５８円）  〈２，７８７円〉 

   ・要介護５      １，０５３円  （２,１０６円）  〈３，１５９円〉 

〔６時間以上７時間未満〕 

    ・要介護１           ６７５円    （１,３５０円）  〈２，０２５円〉 

        ・要介護２              ８０２円    （１,６０４円）  〈２，４０６円〉 

        ・要介護３              ９２６円    （１,８５２円）  〈２，７７８円〉 

        ・要介護４           １,０７７円    （２,１５４円）  〈３，２３１円〉 



 

   ・要介護５         １,２２４円    （２,４４８円）  〈３，６７２円〉 

  〔７時間以上８時間未満〕 

   ・要介護１         ７１４円  （１,４２８円）  〈２，１４２円〉 

   ・要介護２         ８４７円  （１,６９４円）  〈２，５４１円〉 

   ・要介護３         ９８３円  （１,９６６円）  〈２，９４９円〉 

   ・要介護４       １,１４０円  （２,２８０円）  〈３，４２０円〉 

   ・要介護５       １,３００円  （２,６００円）  〈３，９００円〉 

 

＊  通所リハビリテーション終了後も利用者が、長時間施設に滞在する場合、８時間以

上９時間未満の場合は５０円（１００円）〈１５０円〉加算され、９時間以上１０

時間未満の場合は１００円（２００円）〈３００円〉加算されます。 

＊ 虐待発生または再発防止の措置が講じられていない場合、高齢者虐待防止未実施 

減算として、所定単位数の１％に相当する単位数を減算します。 

＊ 感染症、災害の業務継続計画が未策定の場合かつ当該業務継続計画に従い必要な措

置が講じられていない場合、業務継続計画未策定減算として、所定単位数の１％に

相当する単位数を減算します。 

＊ 感染症又は災害の発生を理由とする利用者数の減少が一定以上生じている場合、所  

定の単位数の３％に相当する単位数を算定します。 

＊ 中山間地域等に居住する利用者に対してサービスを提供した場合は、中山間地域等

に居住する者へのサービス提供加算として、所定単位数の５％に相当する単位数を

算定します。 

＊  １時間以上２時間未満で利用している場合は、理学療法士等体制強化加算として、 

１日につき３０円（６０円）〈９０円〉が加算されます。 

＊ リハビリテーション提供体制加算として、利用時間が３時間以上４時間未満の場

合は１２円（２４円）〈３６円〉、４時間以上５時間未満の場合は１６円（３２円）

〈４８円〉、５時間以上６時間未満の場合は２０円（４０円）〈６０円〉、６時間以

上７時間未満の場合は２４円（４８円）〈７２円〉、７時間以上の場合は２８円（５

６円）〈８４円〉が加算されます。 

＊ 入浴中の利用者の観察を含む介助を行う場合は、入浴介助加算（Ⅰ）として、１日

につき４０円（８０円）〈１２０円〉が加算され、居宅において入浴ができるよう

になることを目的とした入浴介助を行う場合は、入浴介助加算（Ⅱ）として、１日

につき６０円（１２０円）〈１８０円〉が加算されます。 

＊  リハビリテーションマネジメント加算イとして、通所リハビリテーション計画を

利用者またはその家族に説明し、利用者の同意を得た日の属する月から起算して６

ヶ月以内の期間のリハビリテーションの質を管理した場合は、１ヶ月につき５６０

円（１,１２０円）〈１,６８０円〉が加算され、６ヶ月を超えた期間のリハビリテ

ーションの質を管理した場合は、１ヶ月につき２４０円（４８０円）〈７２０円〉

が加算されます。 

  また、当該計画の同意を得た月から６ヶ月以内の場合は１ヶ月に１回以上、６ヶ月

を超えた場合は３ヶ月に１回以上、リハビリテーション会議を開催します。 

＊  リハビリテーションマネジメント加算ロとして、通所リハビリテーション計画を

利用者またはその家族に説明し、利用者の同意を得た日の属する月から起算して６

ヶ月以内の期間のリハビリテーションの質を管理した場合は、１ヶ月につき５９３

円（１,１８６円）〈１,７７９円〉が加算され、６ヶ月を超えた期間のリハビリテ

ーションの質を管理した場合は、１ヶ月につき２７３円（５４６円）〈８１９円〉

が加算されます。 

  また、当該計画の同意を得た月から６ヶ月以内の場合は１ヶ月に１回以上、６ヶ月

を超えた場合は３ヶ月に１回以上、リハビリテーション会議を開催するとともに、



 

当該計画の内容等の情報を厚生労働省に提出し、リハビリテーションの提供に当た

って、当該情報その他リハビリテーションの適切かつ有効な実施のために必要な情

報を活用します。 

＊  リハビリテーションマネジメント加算ハとして、通所リハビリテーション計画を

利用者またはその家族に説明し、利用者の同意を得た日の属する月から起算して６

ヶ月以内の期間のリハビリテーションの質を管理し、リハビリテーション・口腔・

栄養のアセスメントを実施した場合は、１ヶ月につき７９３円（１，５８６円）〈２，

３７９円〉が加算され、６ヶ月を超えた期間のリハビリテーションの質を管理した

場合は、１ヶ月につき４７３円（９４６円）〈１，４１９円〉が加算されます。 

  また、当該計画の同意を得た月から６ヶ月以内の場合は１ヶ月に１回以上、６ヶ月

を超えた場合は３ヶ月に１回以上、リハビリテーション会議を開催するとともに、

当該計画の内容等の情報を厚生労働省に提出し、リハビリテーションの提供に当た

って、当該情報その他リハビリテーションの適切かつ有効な実施のために必要な情

報を活用します。 

＊ 事業所の医師が利用者又はその家族に説明し、利用者の同意を得た場合、１月につ

き２７０円（５４０円）<８１０円>が加算されます。 

＊ 事業所の医師又は理学療法士、作業療法士若しくは言語聴覚士が、退院前カンファ

レンスに参加し、退院時共同指導を行った後にリハビリテーションを行った場合に、

退院時共同指導加算として、１回につき６００円（１，２００円）<１，８００円>

が加算されます。 

＊ 退院（所）日又は認定日から起算して３ヶ月以内の期間に、個別リハビリテーショ

ンを集中的に行った場合、短期集中個別リハビリテーション実施加算として、１日

につき１１０円（２２０円）〈３３０円〉が加算されます。 

＊  認知症であると医師が判断した者であって、リハビリテーションによって生活機

能の改善が見込まれると判断されたものに対して、退院（所）日又は通所開始日か

ら起算して３ヶ月以内の期間にリハビリテーションを集中的に行った場合は、認知

症短期集中リハビリテーション実施加算（Ⅰ）として、１日につき２４０円（４８

０円）〈７２０円〉が加算され、退院（所）日又は通所開始日の属する月から起算

して３ヶ月以内の期間に生活機能の向上に資するリハビリテーションを集中的に

行った場合は、認知症短期集中リハビリテーション実施加算（Ⅱ）として、１ヶ月

につき１,９２０円（３,８４０円）〈５，７６０円〉が加算されます。 

＊  生活行為の内容の充実を図るための目標及び当該目標を踏まえたリハビリテーシ

ョンの実施内容等をリハビリテーション実施計画にあらかじめ定めて、利用者に対

して、リハビリテーションを計画的に行い、利用者の有する能力の向上を支援した

場合、生活行為向上リハビリテーション実施加算として、利用を開始した日の属す

る月から起算して６ヶ月以内の場合は、１ヶ月につき１,２５０円（２,５００円）

〈３,７５０円〉が加算されます。 

＊ 若年性認知症利用者に対して通所リハビリテーションを行った場合、若年性認知症

利用者受入加算として、１日につき６０円（１２０円）〈１８０円〉が加算されま

す。 

＊ 管理栄養士が介護職員等と共同して栄養アセスメントを行った場合、栄養アセスメ

ント加算として、１月につき５０円（１００円）<１５０円>が加算されます。 

＊ 低栄養状態にある利用者又はそのおそれのある利用者に対し、栄養改善サービスを

行った場合、栄養改善加算として、３月以内の期間に限り１月に２回を限度として

１回につき２００円（４００円）<６００円>が加算されます。 

＊  利用開始時及び利用中６月ごとに利用者の口腔の健康状態及び栄養状態について

確認を行い、当該情報を担当する介護支援専門員に提供した場合に、口腔・栄養ス

クリーニング加算（Ⅰ）として、１回につき２０円（４０円）〈６０円〉が加算さ



 

れ、栄養改善加算や口腔機能向上加算を算定している場合に、口腔の健康状態と栄

養状態のいずれかの確認を行い、当該情報を担当する介護支援専門員に提供した場

合に、口腔・栄養スクリーニング加算（Ⅱ）として、１回につき５円（１０円）〈１

５円〉が加算されます。 

＊ 口腔機能の向上を目的として、個別的に実施される口腔清掃の指導若しくは実施又

は摂食・嚥下機能に関する訓練の指導若しくは実施であって、利用者の心身の状態

の維持又は向上に資すると認められるものを行った場合は、口腔機能向上加算（Ⅰ）

として、３月以内の期間に限り１月に２回を限度として１回につき１５０円（３０

０円）〈４５０円〉が加算され、口腔機能改善管理指導計画等の情報を厚生労働省

に提出した場合、口腔機能向上加算（Ⅱ）イとして、３月以内の期間に限り１月に

２回を限度として１回につき１５５円（３１０円）〈４６５円〉または口腔機能向

上加算（Ⅱ）ロとして、３月以内の期間に限り１月に２回を限度として１回につき

１６０円（３２０円）〈４８０円〉が加算されます。 

＊  要介護状態区分が要介護３、要介護４又は要介護５である利用者に対して、計画的

な医学的管理のもと、通所リハビリテーションを行った場合は、重度療養管理加算

として１日につき１００円（２００円）〈３００円〉が加算されます。 

＊  中重度の要介護者を受け入れる体制を構築し、通所リハビリテーションを行った

場合は、中重度者ケア体制加算として、１日につき２０円（４０円）〈６０円〉加

算されます。 

＊ 利用者ごとの心身の状況等の基本的な情報を厚生労働省に提出し、フィードバック

情報を活用した場合、科学的介護推進体制加算として、１月につき４０円（８０円）

〈１２０円〉が加算されます。 

＊ 当施設にて送迎を行わない場合は、片道につき４７円（９４円）〈１４１円〉が減

算されます。 

＊ サービス提供体制強化加算（Ⅰ）として、１日につき、２２円（４４円）〈６６円〉 

が加算されます。 

＊ 介護職員等処遇改善加算（Ⅰ）として、所定単位数の８.６％が加算されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

＜介護予防通所リハビリテーションの場合の利用者負担額＞ 

 

１、保険給付の自己負担額     注：（   ）内は２割負担、〈   〉内は３割負担の場合の金額 

  注：利用料金は、要介護度等により異なり、介護保険負担割合証に記載された利用者負担の

割合（１割、２割、３割）に応じてお支払いいただきます 

 

介護予防通所リハビリテーション費／月額 

                     １割負担       ２割負担         ３割負担 

     ・要支援１       ２，２６８円  （４，５３６円）  〈６，８０４円〉 

         ・要支援２          ４，２２８円  （８，４５６円） 〈１２，６８４円〉 

 

  ＊ ただし、月途中で要介護度が変わった場合、短期入所を利用した場合などは、上記

介護予防通所リハビリテーション費を日割り計算した金額で、日数分請求されます。 

＊ 虐待発生または再発防止の措置が講じられていない場合、高齢者虐待防止未実施 

減算として、所定単位数の１％に相当する単位数を減算します。 

＊ 感染症、災害の業務継続計画が未策定の場合かつ当該業務継続計画に従い必要な措

置が講じられていない場合、業務継続計画未策定減算として、所定単位数の１％に

相当する単位数を減算します。 

＊ 中山間地域等に居住する利用者に対してサービスを提供した場合は、中山間地域等

に居住する者へのサービス提供加算として、所定単位数の５％に相当する単位数を

算定します。 

＊  生活行為の内容の充実を図るための目標及び当該目標を踏まえたリハビリテーシ

ョンの実施内容等をリハビリテーション実施計画にあらかじめ定めて、利用者に対

して、リハビリテーションを計画的に行い、利用者の有する能力の向上を支援した

場合、生活行為向上リハビリテーション実施加算として、利用を開始した日の属す

る月から起算して６ヶ月以内の場合は、１ヶ月につき５６２円（１,１２４円）〈１,

６８６円〉が加算されます。 

＊ 若年性認知症利用者に対して介護予防通所リハビリテーションを行った場合、若年

性認知症利用者受入加算として、１月につき２４０円（４８０円）〈７２０円〉が

加算されます。 

＊ 介護予防通所リハビリテーションの利用が１２月を超え、要件を満たさない場合は、

介護予防通所リハビリテーション費から要支援１の場合１２０円（２４０円）〈３

６０円〉、要支援２の場合２４０円（４８０円）〈７２０円〉減算されます。 

＊ 事業所の医師又は理学療法士、作業療法士若しくは言語聴覚士が、退院前カンファ

レンスに参加し、退院時共同指導を行った後にリハビリテーションを行った場合に、

退院時共同指導加算として、１回につき６００円（１，２００円）<１，８００円>

が加算されます。 

＊ 管理栄養士が介護職員等と共同して栄養アセスメントを行った場合、栄養アセスメ

ント加算として、１月につき５０円（１００円）<１５０円>が加算されます。 

＊  利用開始時及び利用中６月ごとに利用者の口腔の健康状態及び栄養状態について

確認を行い、当該情報を担当する介護支援専門員に提供した場合に、口腔・栄養ス

クリーニング加算（Ⅰ）として、１回につき２０円（４０円）〈６０円〉が加算さ

れ、栄養改善加算や口腔機能向上加算を算定している場合に、口腔の健康状態と栄

養状態のいずれかの確認を行い、当該情報を担当する介護支援専門員に提供した場

合に、口腔・栄養スクリーニング加算（Ⅱ）として、１回につき５円（１０円）〈１

５円〉が加算されます。 

＊ 口腔機能の向上を目的として、個別的に実施される口腔清掃の指導若しくは実施又



 

は摂食・嚥下機能に関する訓練の指導若しくは実施であって、利用者の心身の状態

の維持又は向上に資すると認められるものを行った場合は、口腔機能向上加算（Ⅰ）

として、１月につき１５０円（３００円）〈４５０円〉が加算され、口腔機能改善

管理指導計画等の情報を厚生労働省に提出した場合、口腔機能向上加算（Ⅱ）とし

て、１月につき１６０円（３２０円）〈４８０円〉が加算されます。 

＊ 低栄養状態にある利用者又はそのおそれのある利用者に対し、栄養改善サービスを

行った場合、栄養改善加算として、１月につき２００円（４００円）<６００円>が

加算されます。 

＊ 栄養改善サービス及び口腔機能向上サービスを実施した場合は、一体的サービス提

供加算として、１月につき４８０円（９６０円）〈１,４４０円〉が加算されます。 

＊ 利用者ごとの心身の状況等の基本的な情報を厚生労働省に提出し、フィードバック

情報を活用した場合、科学的介護推進体制加算として、１月につき４０円（８０円）

〈１２０円〉が加算されます。 

＊ サービス提供体制強化加算（Ⅰ）として、１月につき、要支援１の利用者は８８円

（１７６円）〈２６４円〉が加算され、要支援２の利用者は１７６円（３５２円）

〈５２８円〉が加算されます。 

＊ 介護職員等処遇改善加算（Ⅰ）として、所定単位数の８.６％が加算されます。 

 

 

 

＜利用料＞ 

① 食費 /１食  ６３０円 

食事の持込（弁当等）は衛生管理の面から不可とします。 

食事提供のキャンセルは当日１０：００までにご連絡ください。 

所定の時間までにご連絡いただけない場合は、料金６３０円が発生します。 

 

② 行事費 

外出訓練時における昼食代や入館料等は、実費をお支払いいただきます。 

 

③ クラブ活動費 

クラブ活動における材料費等は、実費をお支払いいただきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

＜別紙４＞ 

個人情報使用目的等について 

ユニット型介護老人保健施設 青照苑 

（介護予防）通所リハビリテーション 

 

ユニット型介護老人保健施設青照苑（介護予防）通所リハビリテーションは、個人情

報を下記のとおり取り扱います。 

 

１．使用目的 

（１） 介護保険における介護認定の申請・更新･変更等において必要な場合 

（２） 介護サービス提供を受けるにあたって、介護支援専門員と介護サービス事業

者との間で行われる連絡調整またはサービス担当者会議において、利用者の状

態、家族の状況を把握するために必要な場合 

（３） 施設等の入所希望により、情報提供が必要となった場合 

（４） （介護予防）通所サービス利用中、体調不良等により保険医療機関への情報

提供の必要性が生じた場合 

（５） 介護保険の請求事務に必要な場合 

（６） 公的機関等からの調査依頼において必要な場合 

（７） （介護予防）通所サービス利用中の事故に係る保険会社等への相談・届出等

において必要な場合 

（８） 「介護サービス情報の公表」に係る調査に必要な場合 

（９） その他居宅介護支援を受けるにあたって必要な場合 

（１０）上記各号に係らず緊急を要する場合 

 

２．個人情報を提供する事業所等 

（１） 自治体（保険者）等 

（２） 居宅サービス計画（介護予防サービス）に記載されている介護サービス事業

者、また、在宅生活を継続するにあたって必要とおもわれる者 

（３） 介護保険施設等 

（４） 保険医療機関 

（５） 国保連合会、自治体（保険者） 

（６） 公的機関等 

（７） 地方公共団体、保険会社等 

（８） 「介護サービス情報の公表」における調査機関 

（９） 地域包括支援センター、民生委員等必要とおもわれる者 

（１０）緊急内容により必要とおもわれる関係機関等 

 

３. 使用する期間 

  サービスの提供を受けている期間及び保険事務終了までの期間 

 

４. 使用する条件 

（１） 個人情報については、必要最小限で使用するものとし、サービス提供に係る

目的以外では決して使用しない。また、サービス利用に係る契約の締結前から

サービス終了後においても第三者に漏らさない。 

（２） 個人情報を使用した会議の日時･出席者･内容などについて記載し、会議以外

で使用した場合においても同様に記録する。 

 



 

 

＜別紙５＞ 

事故発生時の対応について 

ユニット型介護老人保健施設 青照苑 

（介護予防）通所リハビリテーション 

 

＜利用者に不安を与えないよう、あわてず速やかに対応します。＞ 

事故発生時の施設での対応の流れは以下の通りです。 

 

１ 怪我の具合や意識のレベルを把握する。 

２ 看護職員を呼ぶ 

  看護職員が必要であると判断した場合は、最低一人が利用者に付き添い、もう一人

が看護職員を呼ぶ。その際に他の利用者へ不安を与えないように、カーテン等で他利

用者からの視界を遮断する。走って他の利用者にぶつかる等の二次災害を起こさない

ようにする。 

３ 看護責任者に報告 

  看護責任者が不在の場合は、看護責任者代理へ報告する。 

４ 医師の判断を仰ぐ 

  看護責任者または看護責任者代理は、医師に病院へ搬送するか、当施設で安静にす

るか指示を仰ぐ。 

５ かかりつけ医を調べる 

  かかりつけ医は、利用者の身体状況等を把握しているので、必ず連絡をとり指示を

仰ぐ。 

６ 事務へ報告 

  怪我をした利用者の氏名、怪我の状態、怪我をした場所等をできる限り詳しく報告

する。 

７ 医療機関等へ搬送する場合 

  当施設の車両を使用するのか、救急車を使用するのか医師が判断し、看護職員が手

配する。看護職員は救急車等へ付き添う。 

８ 家族への連絡 

 (1)家族への連絡は、基本的に看護責任者または看護責任者代理が行う。 

 (2)受診の結果によっては、医師、看護責任者または看護責任者代理及び事故に関係

した職員が家族に報告・謝罪すること。その際、家族がパニックにならないよう、

誠意をもって冷静に対応する。 

 (3)法的・金銭的な問題が生ずる可能性がある場合には、即答はせず詳しいことが分

かり次第、後日改めて連絡する旨を伝える。 

９ 事故発生後の対応 

 (1)事故発生後、速やかに市町村、居宅介護支援事業者、地域包括支援センター等へ連

絡を行います。 

 (2)事故の状況及び対応、処置、経過等について記録するとともに、その原因を解明

し、再発生を防ぐための対策を講じます。 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

＜別紙６＞ 

サービスに関する要望・苦情窓口等について 

ユニット型介護老人保健施設 青照苑 

（介護予防）通所リハビリテーション 

 

１ 施設の連絡先、苦情窓口担当者、苦情対応責任者 

 

   連絡先     住所     青森市大字羽白字野木和４５番地 

           電話番号    ０１７－７８７－３３３０ 

           ＦＡＸ番号   ０１７－７８８－７８９３ 

   苦情窓口担当者 佐々木 幸子（介護部長） 

   苦情対応責任者 小野 恒平 （事務部長） 

   受付時間    午前８時３０分～午後５時 

 

２ 苦情処理体制 

   苦情処理フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ その他 

   当事業所以外に、お住まいの市町村及び青森県国民健康保険団体連合の相談・苦

情窓口等に苦情を伝えることができます。 

   ア 青森市福祉部介護保険課 

                    電話番号 ０１７－７３４－５２５７ 

   イ 青森県国民健康保険団体連合会（介護保険苦情相談窓口） 

                  電話番号 ０１７－７２３－１３０１ 

 

 

 

 

 

 

利 用 者 苦情窓口担当者 

苦情対応責任者 

事業所内に苦情内容及びその解決方法を掲示 

苑 長 

利 用 者 



 

 

＜別紙７＞ 

利用時に持参した現金等の取扱いについて 

ユニット型介護老人保健施設 青照苑 

（介護予防）通所リハビリテーション 

 

 

 

ユニット型介護老人保健施設 青照苑の（介護予防）通所リハビリテーションを利用

するにあたり、持参した現金等の取扱いについて、下記事項を順守してください。 

 

 

記 

 

 

１ 現金等を持参した場合は、事務室へ預けます。 

 

 

２ 多額な現金等は、持参しません。現金の上限は１万円とします。 

 

 

３ 他の利用者へ現金等の貸し借りの行為はしません。 

 

 

４ 事務室へ預けない現金等につきましては、利用者及びご家族が管理します。なお、

現金等が、万が一紛失した場合は、利用者及びご家族が責任を負うものとします。 

 

 

５ 持参した現金等が、万が一紛失した場合、警察へ届出するとともに捜査へ協力しま

す。 

 

 

 

以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

ユニット型介護老人保健施設 青照苑 （介護予防）通所リハビリテーション 

利用同意書 

 

ユニット型介護老人保健施設 青照苑（介護予防）通所リハビリテーションを利用するに

あたり、（介護予防）通所リハビリテーション利用約款及び別紙１、別紙２、別紙３、別紙

４、別紙５、別紙６、別紙７を受領し、これらの内容に関して、担当者による説明を受け、

これらを十分に理解したので同意します。 

 

  ① 施設内における利用者の氏名の掲示           はい ・ いいえ 

  ② 機関誌へ掲載する行事などにおける利用者の写真、 

施設内の写真の展示                  はい ・ いいえ 

 

令和    年    月    日 

 

＜利用者＞ 

住  所 

氏  名                

 

＜身元引受人＞ 

住  所 

氏  名                

 

ユニット型介護老人保健施設 青照苑 

苑 長  木 村 隆 一  殿 

 

【本約款第１４条２項の緊急時の連絡先】 

第１緊急連絡先 

第２緊急連絡先 

                    

＜説明者＞ 

                   所   属   

                   氏   名               

・氏  名                  （続柄        ） 

・住  所  

・電話番号  

・氏  名                  （続柄        ） 

・住  所  

・電話番号  


